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研究成果の概要（和文）：本研究課題は、日本企業において従業員の社外での学び直しを効果的に活用するため
に重要な要因は何かについて明らかにすることを目的とした。学び直しプログラムの受講生を対象としたアンケ
ート調査の分析から、受講生を含むチームメンバーの吸収能力が学び直しの成果に対して正の影響を与えている
ことや、会社や上司の指示で受講した受講生よりも自ら志願して受講した受講生の方が学び直しの成果が高いこ
とが明らかになった。また、企業のデータ利活用に関する分析からは、近年のデジタル社会においては、ビジネ
スを担う部門とデータ解析を担う部門を橋渡しできるような人材の育成が有効であることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study aims to clarify the factors important for effectively using the 
external re-education of employees in Japanese firms. An analysis of the questionnaires returned by 
the students of the re-education program revealed that absorptive capacity of team members, 
including the students, had a positive influence on the results of re-education. It was also 
indicated that the students who volunteered to take the program had better results from the process 
than those who took the program under the direction of their firms or supervisors. In addition, an 
analysis of firm data usage suggests that in today's digital society, it is effective in developing 
personnel who can bridge the business and the data analysis departments.
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の主な学術的意義は、吸収能力の概念を学び直しの研究に取り入れ、学び直しの成果に対して吸収能
力が正の影響を与えていることを示したことである。社会的意義は、日本企業では社外での学び直しをうまく活
用できているとは言い難い現状において、社外での学び直しの成果に影響を与える要因や近年のデジタル社会に
おいて求められる人材について検討したことにより、学び直しの機会を活用しようとする個人や企業にとって有
益な示唆を得たことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

現在我が国では、人生 100 年時代を見据えた人づくり革命の一環として、社会人の学び直し

が注目されている。長寿化に伴い就労期間が長期化していることに加え、経済社会が急速に変化

している近年では特に、個人が生涯を通して社会で活躍していくためには若年期に身に付けた

知識や能力では不十分な場合もあり、社会に出た後も学び続けることの重要性は増している。ま

た、大学等の高等教育機関が急速な少子化の進行を背景に入学志願者の確保に苦戦しているこ

とも相俟って、社会人の高等教育機関への受け入れは生涯学習社会の構築に向けた重要な鍵で

あるとして、何歳になっても学び直しができる環境を整備するために大学等の高等教育機関の

改革の必要性が議論されている。 

 

２．研究の目的 

しかしながら、日本企業では従業員の社外での学び直しをうまく活用できているとは言い難

い。従来日本企業では従業員の長期雇用を前提としてきたために実務経験を通した人材育成を

重視する傾向があり、大学等の高等教育機関における学び直しのような職務を離れて行う社外

での学び直しはなじまない場合が多いことが一因と考えられる。そこで、「日本企業において従

業員の社外での学び直しを効果的に活用するために重要な要因は何か」を明らかにすることを

本研究課題の目的とした。 

 

３．研究の方法 

 本研究課題では、東京大学未来ビジョン研究センターにおいて実施された社会人向けプログ

ラム「戦略タスクフォースリーダー養成プログラム」の 2018 年度及び 2019 年度の受講生を対

象としてアンケート調査を行った。アンケート調査は、プログラムの各コースの受講期間中に加

え、フォローアップとして各コース修了の約半年後にも実施した。 

 本研究課題では特に、「吸収能力」（新しい外部情報の価値を認識し、吸収同化し、そして商業

目的に応用する能力）（Cohen & Levinthal, 1990）の概念を用い、受講生が所属先企業で担うプ

ロジェクトのチームメンバーの吸収能力に着目した。たとえある企業の従業員（内部人的資源）

であったとしても、社外で身に付けた知識はその企業にとっては異質なものであり、社外で学び

直しを行った従業員は外部経営資源であるとみなされ得る。よって、社外での学び直しによって

身に付けた知識を自社内部に取り込み活用するためには、社外で学び直しを行った従業員だけ

でなく、社内の他の人物もその知識を吸収する必要があると考えた（図 1）。 

 



 

図 1 本研究課題の着眼点 

 

４．研究成果 

 プログラムの各コースの受講期間中に実施したアンケートの回答を分析した結果、プログラ

ムにおける講師からの学びや他の受講生からの学びは学び直しの成果に対する影響が限定的で

あった一方、受講生を含むプロジェクトのチームメンバーの吸収能力は学び直しの成果に対し

て正で有意であった。このことから、企業が社外での学び直しを活用するためには、受講生が有

益な学びを得るだけではなく、学んだ知識を社内の関係者と共有し、組織的に吸収することが肝

要であることが示唆された。また、各コース修了の約半年後に実施したフォローアップアンケー

トの回答を分析した結果、会社や上司の指示で受講した受講生よりも自ら志願して受講した受

講生の方が学び直しの成果が高いこと、特にリーダーシップの向上や学習の継続といった個人

レベルでの成果が高いことが明らかになった。このことから、企業派遣型の学び直しであっても

上司等が一方的に派遣する従業員を決めるのではなく、社内で志願者を募る等して受講意志の

ある従業員を派遣する方が効果的であることが示唆された。 

 加えて、近年のデジタル社会ではデータ利活用の進展が不可欠であること、分析対象とした

「戦略タスクフォースリーダー養成プログラム」でもビッグデータや AI の活用が主要なテーマ

の一つであったことを踏まえ、企業におけるデータ利活用についても分析を行い、要点を整理し

た。分析の結果、企業で取り扱うデータの量というよりはむしろ、データを使いこなす組織の能

力が重要であるということが明らかになり、ビジネスを担う部門とデータ解析を担う部門を橋

渡しできるような人材の育成が有効であることが示唆された。 
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